
 

 

 

 

 

和 解 契 約 書（一部） 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人株式会社Ⅹ（以下「申立人」という。）と被申立人東

京電力株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目について和解すること

とし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばないことを相互に確認

する。 

記 

損害項目  財物損害（平成２３年３月１１日の時点において、福島              

県○○所在の申立人福島工場内に存在した棚卸資産） 

２ 和解金額 

被申立人は、申立人に対し、第１項所定の損害項目に対する和解金が２億

４２２９万９２２８円であることを認める。 

３ 支払方法 

  （省略） 

４ 確認事項 

  申立人らと被申立人は、第１項の損害項目（その遅延損害金を含む。）につ

いては、本和解に定めるもののほか、当事者間に何らの債権債務のないこと

を相互に確認する。 

５ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立

人が署名（記名）押印の上、申立人が１通を、被申立人が１通をそれぞれ保有

するものとする。また、被申立人は本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠

償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年３月１５日 

 

 

（仲介委員 望月克也） 

①大手完成品メーカーの要求に応じられる我が国で数少ない技術を有し、

唯一の工場を旧緊急時避難準備区域内に有して産業用機械部品の製造を営ん

でいた申立会社について、原発事故後、従業員確保の観点から平成２３年４

月に隣県に新工場を設置したが、生産ラインの一部の移転に過大な費用がか

かり、福島県内との２工場体制による非効率な経営を余儀なくされていたと

ころ、当該生産ラインの新工場への移設費用（新規取得にかかる金額の５割）

が、費用を現実に支出する前に賠償された事例。 

②旧緊急時避難準備区域の工場内にあった棚卸資産（全損）などが賠償さ

れた事例。 
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和 解 契 約 書（全部） 

  原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本

件」という。）につき、申立人株式会社Ⅹ（以下「申立人」という。）と被申立

人東京電力株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目について和解すること

とし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばないことを相互に確認

する。 

記 

 ア 営業損害・逸失利益（平成２３年３月１１日～平成２５年５月末日） 

 イ 営業損害・追加的費用（平成２３年３月１１日～平成２４年７月３１日） 

①  平成２３年５月○○日付金銭消費貸借契約（貸主・株式会社Ａ）にか

かる利息相当額 

②  平成２３年６月○○日付金銭消費貸借契約（貸主・株式会社Ｂ）にか

かる利息相当額 

 ウ 財物損害（平成２３年３月１１日の時点において、福島県○○所在の申

立人福島工場内に存在した治具一式） 

 エ ライン移設費用 

２ 和解金額 

被申立人は、申立人に対し、第１項所定の損害項目に対する和解金が４億

１０９２万９９０９円であることを認める。 

（内訳） 

 ア 営業損害・逸失利益     ２億３４７０万１７４２円 

 イ 営業損害・追加的費用①      １１２万３２０３円 

   営業損害・追加的費用②       ７３万４９６４円 

 ウ 財物損害            ３４３７万００００円 

 エ ライン移設費用       １億４０００万００００円 

３ 支払方法 

 （省略） 

４ 確認事項 

  申立人と被申立人は、第１項の損害項目（同項記載の期間に限る。）につい

て、以下の点を相互に確認する。 

①大手完成品メーカーの要求に応じられる我が国で数少ない技術を有し、

唯一の工場を旧緊急時避難準備区域内に有して産業用機械部品の製造を営ん

でいた申立会社について、原発事故後、従業員確保の観点から平成２３年４

月に隣県に新工場を設置したが、生産ラインの一部の移転に過大な費用がか

かり、福島県内との２工場体制による非効率な経営を余儀なくされていたと

ころ、当該生産ラインの新工場への移設費用（新規取得にかかる金額の５割）

が、費用を現実に支出する前に賠償された事例。 

②旧緊急時避難準備区域の工場内にあった棚卸資産（全損）などが賠償さ

れた事例。 
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 ア 本和解に定めるもののほか、当事者間に何らの債権債務がない。ただし、

第１項ウ、エ記載の損害項目については、本和解に定める金額を超える部

分につき、本和解の効力が及ばず、申立人が被申立人に対して別途損害賠

償請求をすることを妨げない。 

 イ 本和解に定める金額に係る遅延損害金につき、申立人は被申立人に対し

て別途請求しない。 

５ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立

人が署名（記名）押印の上、申立人が１通を、被申立人が１通をそれぞれ保有

するものとする。また、被申立人は本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠

償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年１０月３１日 

 

 

（仲介委員 望月克也） 

 


